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令和６年第１回天草市議会（定例会）議案 
 

議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第１号 
天草市消防団員等公務災害補償条例の

一部を改正する条例の制定について 

令和６年 

２月１９日 
  

議第２号 
天草市体育館条例等の一部を改正する

条例の制定について 
〃   

議第３号 

天草市ひとり親家庭等医療費の助成に

関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

〃   

議第４号 
天草市敬老祝金支給条例の一部を改正

する条例の制定について 
〃   

議第５号 
天草市介護保険条例の一部を改正する

条例の制定について 
〃   

議第６号 

天草市指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準を定

める条例等の一部を改正する条例の制

定について 

〃   

議第７号 

天草市行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定

個人情報の提供に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 

〃   

議第８号 
天草市手数料条例の一部を改正する条

例の制定について 
〃   

議第９号 
天草市漁港管理条例の一部を改正する

条例の制定について 
〃   

議第１０号 
天草市資料館展示資料取得基金条例の

一部を改正する条例の制定について 
〃   

議第１１号 
天草市営住宅条例の一部を改正する条

例の制定について 
〃   

議第１２号 
天草市都市公園条例の一部を改正する

条例の制定について 
〃   

議第１３号 
天草市ふれあいセンター条例の一部を

改正する条例の制定について 
〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第１４号 

天草市水道事業及び下水道事業の設置

等に関する条例及び天草市病院事業の

設置等に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 

令和６年 

２月１９日 
  

議第１５号 
天草市水道事業給水条例の一部を改正

する条例の制定について 
〃   

議第１６号 あらたに生じた土地の確認について 〃   

議第１７号 字の区域の変更について 〃   

議第１８号 工事請負契約の変更について 〃   

議第１９号 
指定管理者の指定について（島子地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２０号 
指定管理者の指定について（御所浦地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第２１号 
指定管理者の指定について（本渡児童セ

ンター） 
〃   

議第２２号 
指定管理者の指定について（天草市栖本

温泉センター） 
〃   

議第２３号 財産の取得について 〃   

議第２４号 
令和５年度天草市一般会計補正予算（第

１２号） 
〃   

議第２５号 
令和５年度天草市一般会計補正予算（第

１３号） 
〃   

議第２６号 
令和５年度天草市病院事業会計補正予

算（第３号） 
〃   

議第２７号 令和６年度天草市一般会計予算 〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第２８号 
令和６年度天草市国民健康保険特別会

計予算 

令和６年 

２月１９日 
  

議第２９号 
令和６年度天草市介護保険特別会計予

算 
〃   

議第３０号 
令和６年度天草市後期高齢者医療特別

会計予算 
〃   

議第３１号 
令和６年度天草市浄化槽市町村整備推

進事業特別会計予算 
〃   

議第３２号 
令和６年度天草市国民健康保険診療施

設特別会計予算 
〃   

議第３３号 
令和６年度天草市斎場事業特別会計予

算 
〃   

議第３４号 
令和６年度天草市一町田財産区特別会

計予算 
〃   

議第３５号 
令和６年度天草市新合財産区特別会計

予算 
〃   

議第３６号 令和６年度天草市病院事業会計予算 〃   

議第３７号 令和６年度天草市水道事業会計予算 〃   

議第３８号 令和６年度天草市下水道事業会計予算 〃   
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議第１号 

 

   天草市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

                              天草市長 馬場 昭治 

 

 

   天草市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

天草市消防団員等公務災害補償条例（平成１８年天草市条例第２６４号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第５条第２項第２号中「８，９００円」を「９，１００円」に改める。 

別表団長、副団長及び方面隊長の項中「１２，４４０円」を「１２，５００円」に、「１３， 

３２０円」を「１３，３５０円」に改め、同表方面副隊長、分団長及び副分団長の項中「１０， 

６７０円」を「１０，８００円」に、「１１，５５０円」を「１１，６５０円」に、「１２，

４４０円」を「１２，５００円」に改め、同表部長、班長及び団員の項中「８，９００円」を 

「９，１００円」に、「９，７９０円」を「９，９５０円」に、「１０，６７０円」を「１０， 

８００円」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の天草市消防団員等公務災害補償条例第５条第２項第２号及び別表

の規定は、この条例の施行の日以後に支給すべき事由の生じた天草市消防団員等公務災害補

償条例第５条第１項に規定する損害補償（以下「損害補償」という。）並びに同日前に支給

すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例第４条第３号に規定する傷病補償年金、同

条第４号アに規定する障害補償年金及び同条第６号アに規定する遺族補償年金（以下「傷病

補償年金等」という。）について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷病

補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年

金等については、なお従前の例による。 
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 （提案理由） 

 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令（昭和３１年政令第３３５号）の一部

改正を踏まえ、損害補償の補償基礎額の改定を行うため、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第２号 

 

   天草市体育館条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市体育館条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

         天草市長 馬場 昭治   

  

 

   天草市体育館条例等の一部を改正する条例 

（天草市体育館条例の一部改正） 

第１条 天草市体育館条例（平成１８年天草市条例第１０１号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１天草市宮地岳体育館の項、天草市浅海体育館の項、天草市二江体育館の項及び天

草市大江体育館の項を削る。 

     「 天草市魚貫体育館                 「 天草市福連木 

       天草市浅海体育館 」                 天草市大江体 

 体育館                  「 天草市枦宇土体育館        

 育館  」                  天草市宮地岳体育館 」      

          「 天草市鬼池体育館      

            天草市二江体育館 」    

（天草市運動広場条例の一部改正） 

第２条 天草市運動広場条例（平成１８年天草市条例第１０４号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第１天草市稜南運動広場の項、天草市牧島グラウンドの項及び天草市福連木運動広場

の項を削る。 

 別表第３天草市牧島グラウンド夜間照明施設の項を削る。 

 （天草市武道場条例の一部改正） 

第３条 天草市武道場条例（平成１８年天草市条例第１０６号）の一部を次のように改正する。 

第２条の表天草市河浦弓道場の項を削る。 

第３条中「、柔剣道場及び弓道場」を「及び柔剣道場」に改める。 

別表第２中 を「 天草市魚貫体育館 」に、 

を「 天草市福連木体育館 」に、 を「 天草市枦

宇土体育館 」に、 を「 天草市鬼池体育館 」に、改める。 
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  別表第１天草市河浦弓道場の項を削る。 

       「 天草市倉岳武道場                          

         天草市河浦弓道場 」                        

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

社会体育施設の見直しに伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 

別表第２中 を「 天草市倉岳武道場 」に改める。 

- 8 -



 

議第３号 

 

   天草市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

るものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

                              天草市長 馬場 昭治 

 

 

   天草市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

天草市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例（平成１８年天草市条例第１３１号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条第５項第５号中「第１０条第１項」の次に「又は第１０条の２」を加える。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３１号）の一

部改正に伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第４号 

 

   天草市敬老祝金支給条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市敬老祝金支給条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

                              天草市長 馬場 昭治 

 

 

   天草市敬老祝金支給条例の一部を改正する条例 

天草市敬老祝金支給条例（平成１８年天草市条例第１３８号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「３万円」を「１万円」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の天草市敬老祝金支給条例の規定は、この条例の施行の日以後に満

８８歳に達した者に対して支給する祝金の額について適用し、同日前に満８８歳に達した者

に対して支給する祝金の額については、なお従前の例による。 

 

 

 （提案理由） 

 敬老祝金の見直しに伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第５号 

 

   天草市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

                              天草市長 馬場 昭治 

 

 

   天草市介護保険条例の一部を改正する条例 

天草市介護保険条例（平成１８年天草市条例第１４７号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に改め、同 

項第１号中「３４，８００円」を「３１，１２２円」に改め、同項第２号中「５２，２００円」 

を「４６，８５４円」に改め、同項第３号中「５２，２００円」を「４７，１９６円」に改め、 

同項第４号中「６２，６４０円」を「６１，５６０円」に改め、同項第５号中「６９，６００

円」を「６８，４００円」に改め、同項第６号中「８３，５２０円」を「８２，０８０円」に 

改め、同項第７号中「９０，４８０円」を「８８，９２０円」に改め、同項第８号中「１０４， 

４００円」を「１０２，６００円」に改め、同項第９号中「１１８，３２０円」を「１１６，

２８０円」に改め、同項に次の４号を加える。 

⑽ 令第３８条第１項第１０号に掲げる者 １２９，９６０円 

⑾ 令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １４３，６４０円 

⑿ 令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １５７，３２０円 

⒀ 令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １６４，１６０円 

第３条第２項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に、「２万

８８０円」を「１万９，４９４円」に改め、同条第３項中「令和３年度から令和５年度」を「

令和６年度から令和８年度」に、「３万４，８００円」を「３万３，１７４円」に改め、同条

第４項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に、「４万８，７２

０円」を「４万６，８５４円」に改める。 

第６条第３項中「又は第８号ロ」を「、第８号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ又は

第１２号ロ」に、「第８号まで」を「第１２号まで」に改める。 

- 11 -



 

第１２条第２項に次のただし書を加える。 

ただし、災害その他やむを得ない事由により、その日までに申請することが著しく困難で

あると認められる場合は、この限りでない。 

   附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の天草市介護保険条例の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料

について適用し、令和５年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

 

 

 （提案理由） 

 介護保険の保険料率は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１２９条第２項の規定に

より、条例で定める必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第６号 

 

天草市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

等の一部を改正する条例の制定について 

 

天草市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例等の

一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

令和６年２月１９日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 

 

 

天草市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

等の一部を改正する条例 

（天草市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正） 

第１条 天草市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２４年天草市条例第４４号）の一部を次のように改める。 

第３条第５項中「（複合型サービス」を削り、「をいう。以下同じ。）（看護小規模多機

能型居宅介護（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」とい

う。）第１７条の１２に規定する看護小規模多機能型居宅介護をいう。第２１７条において

同じ。）」を「（同項第１号に掲げるサービス」に改める。 

第５条第１号中「施行規則」を「介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以

下「施行規則」という。）」に改める。 

第６条第５項第５号中「第１０２条」を「第１０２条第１項」に改め、同項中第１１号を

削り、第１２号を第１１号とし、同条第６項ただし書中「当該定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所」を「当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」に、「施設」を「

敷地」に改める。 

第７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第９条第２項第２号中「磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録

しておくことができる物を含む。）」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気
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的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第２３０条第１項において同じ。）に

係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第２４条中第９号を第１１号とし、第８号を第１０号とし、第７号の次に次の２号を加え

る。 

⑻ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他

利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

⑼ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第３４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」とい 

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、「同項」を「前項」に改め、同

条に次の１項を加える。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイ

トに掲載しなければならない。 

第４２条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第４号中「第２

６条第１１項」を「第２６条第１０項」に改め、同項第７号中「に規定する」を「の規定に

よる」に改め、同号を同項第８号とし、同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に

改め、同号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 第２４条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第４７条第３項ただし書中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当該指定夜間対応型訪

問介護事業所」に改め、同条第４項中第１１号を削り、第１２号を第１１号とし、同条第５

項ただし書及び第６項中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当該指定夜間対応型訪問介

護事業所」に改める。 

第４８条ただし書中「同一敷地内の」を削る。 

第５１条中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次

に次の２号を加える。 

⑸ 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又 
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は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑹ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第５８条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号中「に規

定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第５１条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６２条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６７条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２号を加える。 

⑸ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又 

は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑹ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第７７条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号を同項第 

７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、 

同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に

次の１号を加える。 

⑶ 第６７条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第７８条の３中「第２０条第２項」と、同項第３号」を「第２０条第２項」と、同項第４

号」に、「第２８条」と、同項第４号」を「第２８条」と、同項第５号」に改める。 

第８２条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第８８条中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の次

に次の２号を加える。 

⑶ 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状
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況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第９５条第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第７号を同項第 

８号とし、同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、 

同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号の次に

次の１号を加える。 

⑷ 第８８条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第９９条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１０２条第２項中「介護保険施設をいう。以下同じ。）若しくは」の次に「健康保険法

等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第４

８条第１項第３号に規定する」を加える。 

第１０３条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１０５条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２号を加える。 

⑸ 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならな

い。 

⑹ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第１０８条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号を同項

第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号と

し、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項

第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の

次に次の１号を加える。 

⑶ 第１０５条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第１１１条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律第２０５ 

号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。）」を削る。 

第１１２条第１項ただし書中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第

６項の表当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設さ
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れている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務若しくは同一敷地内の指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の職務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が、指

定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指定を併せて

受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業に係る職務を含む。）若しくは法

第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定

する第１号介護予防支援事業を除く。）」を「他の事業所、施設等の職務」に改める。 

第１２１条第５号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束

等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条中第８号を第９号とし、第７号を第８号

とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果に

ついて、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実

施すること。 

第１３４条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す

るための委員会の設置） 

第１３４条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多機能型居宅介護

事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取

組の促進を図るため、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並び

に介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければな

らない。 

第１３５条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第１３９条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小規模多

機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」を削る。 
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第１４９条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により」を削

る。 

第１５３条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに 

当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければならない。 

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、

常時確保していること。 

⑵ 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合において診

療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、利

用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、当該

指定認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定を行った市町村長に届け出なければなら

ない。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医

療機関（以下「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項

に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９

項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めな

ければならない。 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関であ

る場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応

について協議を行わなければならない。 

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機関に入

院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該

指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させることができるように努めなけ

ればならない。 

第１５５条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第１５６条中「及び第１３３条」を「、第１３３条及び第１３４条の２」に改める。 

第１５８条第７項中第２号を削り、第３号を第２号とし、同条に次の１項を加える。 
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１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号アの規定の適用につ

いては、当該規定中「１」とあるのは、「０．９」とする。 

⑴ 第１７６条において準用する第１３４条の２に規定する委員会において、利用者の安

全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に掲 

げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認していること。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「介護機器」 

という。）の定期的な点検 

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

⑵ 介護機器を複数種類活用していること。 

⑶ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため、地域密

着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

⑷ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組による介

護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められること。 

第１５９条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１７４条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を

定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければ

ならない。 

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、

常時確保していること。 

⑵ 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあった場合に

おいて診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との

間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等

を、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者に係る指定を行った市町村長に届

け出なければならない。 

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第二種協定指定医療機関との間で、
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新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療

機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時

等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療

機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、

再び当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居させることができるように努めなければ

ならない。 

第１７５条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

め、同項第９号を削る。 

第１７６条中「及び第１２８条」を「、第１２８条及び第１３４条の２」に改める。 

第１７８条第８項第３号中「若しくは」を「又は」に、「百以上」を「１００以上」に改

め、「又は介護支援専門員（指定介護療養型医療施設の場合に限る。）」を削る。 

第１７９条第１項第６号中「医療法」の次に「（昭和２３年法律第２０５号）」を加える。 

第１９２条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び当該協

力医療機関」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を得て、１年

に１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等における

対応方法の変更を行わなければならない。 

第１９３条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１９４条第５号中「に規定する」を「の規定による」に、「を記録する」を「の記録を

行う」に改め、同条第６号中「に規定する」を「の規定による」に、「を記録する」を「の

記録を行う」に改め、同条第７号中「に規定する」を「の規定による」に、「記録する」を

「の記録を行う」に改める。 

第１９９条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院治療を必要と

する入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるため」に、「協力病院」を「次の

各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては、

病院に限る。）」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満た

すこととしても差し支えない。 
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第１９９条第１項に次の各号を加える。 

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、

常時確保していること。 

⑵ 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合において診療を

行う体制を、常時確保していること。 

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の医

師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた

入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。 

第１９９条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者

の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、当該指定

地域密着型介護老人福祉施設に係る指定を行った市町村長に届け出なければならない。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の

発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場

合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応につ

いて協議を行わなければならない。 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院し

た後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定

地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させることができるように努めなければなら

ない。 

第２０３条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第２０４条中「及び第７５条第１項から第４項まで」を「、第７５条第１項から第４項ま

で及び第１３４条の２」に改める。 

第２１４条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の管理等に係

る研修を受講するよう努めなければならない。 

第２１６条中「第４項まで」の次に「、第１３４条の２」を加える。 

第２１７条中「該当する」の次に「法第８条第２３項に規定する」を加え、「看護小規模
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多機能型居宅介護」を「同項第１号に掲げるサービス」に改める。 

第２１８条第７項中第４号を削り、第５号を第４号とし、同条第１４項中「該当する」の

次に「法第８条第２３項に規定する」を加える。 

第２１９条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは当該指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所に併設する前条第７項各号に掲げる施設等」を削る。 

第２２４条第１号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅において、又はサービ

スの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能訓練並びに療養上

の世話又は必要な診療の補助を」に改め、同条中第１１号を第１２号とし、第７号から第１

０号までを１号ずつ繰り下げ、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に

掲げる措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果に

ついて、看護小規模多機能型居宅介護従業者に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施すること。 

第２２８条第２項第３号及び第６号から第９号までの規定中「に規定する」を「の規定に

よる」に改める。 

第２２９条中「及び第１３４条」を「、第１３４条及び第１３４条の２」に改める。 

第２３０条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）」を削る。 

（天草市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正） 

第２条 天草市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２４年天草市条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第９条第２項中「指定介護療養型医療施設（」、「附則第１３０条の２第１項の規定によ

りなおその効力を有するものとされた同法」及び「をいう。第４４条第６項において同 
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じ。）」を削る。 

第１０条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１１条第２項第２号中「磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記

録しておくことができる物を含む。）」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁

気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第９０条第１項において同じ。）に

係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第３２条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」とい 

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、「同項」を「前項」に改め、同

条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。 

第４０条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号を同項第 

７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、 

同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に

次の１号を加える。 

⑶ 第４２条第１１号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下

「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

第４２条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め、同号を同条第１６号とし、同条

中第１０号から第１３号までを２号ずつ繰り下げ、第９号の次に次の２号を加える。 

⑽ 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならない。 

⑾ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第４４条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律第２０５号） 

第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。）」を削る。 

第４５条第１項ただし書中「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する
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前条第６項の表当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のい 

ずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の指定定期巡回・ 

随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第６条第１項に規定する

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。以下同じ。）の職務（当該指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

（指定地域密着型サービス基準条例第６条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者をいう。以下同じ。）が、指定夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着型

サービス基準条例第４７条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同

じ。）、指定訪問介護事業者（熊本県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基

準に関する条例（平成２４年熊本県条例第６９号。以下「指定居宅サービス等基準条例」と

いう。）第６条第１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定訪問看

護事業者（指定居宅サービス等基準条例第６５条第１項に規定する指定訪問看護事業者をい

う。以下同じ。）の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業

に係る職務を含む。）若しくは法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支 

援総合事業（同項第１号二に規定する第１号介護予防支援事業を除く。）」を「他の事業所、 

施設等の職務」に改める。 

第５３条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」 

という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果につい

て、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。 

第６２条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す

るための委員会の設置） 

第６２条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介護予防小規模多
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機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の

向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

おける利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定

期的に開催しなければならない。 

第６３条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改め

る。 

第７１条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小規模多機

能型居宅介護事業所」を削る。 

第７８条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により」を削る。 

第８２条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を

定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければ

ならない。 

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、

常時確保していること。 

⑵ 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合に

おいて診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との

間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等

を、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定を行った市町村長に届

け出なければならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協

定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感

染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感

染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応

を取り決めるよう努めなければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療

機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時
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等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療

機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、

再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入所させることができ

るように努めなければならない。 

第８４条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改め

る。 

第８５条中「及び第６１条」を「、第６１条及び第６２条の２」に改める。 

第９０条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）」を削る。 

（天草市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正） 

第３条 天草市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２６年天草市条例第２

７号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護

予防支援事業者」に改め、「（以下「指定介護予防支援事業所」という。）」を削り、同条

に次の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所ごと

に１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護支援専門員を置かなけ

ればならない。 

第６条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（以下「指定介護

予防支援事業所」という。）」に改め、同条第２項中「前項に規定する」を「地域包括支援

センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の規定により置く」に改め、同条に

次の２項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定により置く管理

者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の６６第１号イ⑶

に規定する主任介護支援専門員（以下この項において「主任介護支援専門員」という。）

でなければならない。ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得
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ない理由がある場合については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第１

項に規定する管理者とすることができる。 

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、次に掲げる

場合は、この限りでない。 

⑴ 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する場

合 

⑵ 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防支援事業所の

管理に支障がない場合に限る。） 

第７条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」を加え、同条第３

項中「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者の場合

にあっては介護支援専門員。以下この章及び次章において同じ。）」を加え、同条第４項第

２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第３６条第１項において同じ。）に係

る記録媒体をいう。）」に改める。 

第１３条に次の２項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用料のほか、利用

者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定介護予防支援を行

う場合には、それに要した交通費の支払を利用者から受けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定する費用の額に

係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービ

スの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

第１４条中「前条」を「前条第１項」に改める。 

第１５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者である指定介

護予防支援事業者」に改め、同条第４号中「規定」の次に「（第３３条第２９号の規定を除

く。）」を加える。 

第２４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」とい 

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、「同項」を「前項」に改め、同

条に次の１項を加える。 
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３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければな

らない。 

第３１条第２項第２号エ中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号中「に 

規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」 

を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第３３条第２号の３の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（第 

３３条第２号の２及び第２号の３において「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、 

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第３３条第２号の次に次の２号を加える。 

⑵の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑵の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第３３条第１６号ア中「及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者の状況に著し

い変化があったときは、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号ウを同号オとし、同号イ中「

訪問しない月」の次に「（イただし書の規定によりテレビ電話装置等を活用して利用者に面

接する月を除く。）」を加え、同号イを同号エとし、同号アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただし、 

次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を開始する月の翌月から起算

して３月ごとの期間（以下この号において単に「期間」という。）について、少なく

とも連続する２期間に１回、利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の居宅

を訪問しない期間において、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することが

できる。 

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同

意を得ていること。 

(ｲ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者

その他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 
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ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない情報

について、担当者から提供を受けること。 

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化があったときは、

利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

第３３条に次の１号を加える。 

(29) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の３０の２

第１項の規定により市町村長から情報の提供を求められた場合には、その求めに応じな

ければならない。 

第３６条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）」を削る。 

（天草市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第４条 天草市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例（平成３

０年天草市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第４項中「地域包括支援センター」の次に「（以下「地域包括支援センター」とい

う。）」を加える。 

第５条第２項中「３５又は３５」を「（当該指定居宅介護支援事業者が指定介護予防支援

事業者の指定を併せて受け、又は法第１１５条の２３第３項の規定により地域包括支援セン

ターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託を受けて、当該指定居宅介護支援事業

所において指定介護予防支援（法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。以下

この項及び第１６条第２９号において同じ。）を行う場合にあっては、当該事業所における

指定居宅介護支援の利用者の数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分

の１を乗じた数を加えた数。次項において同じ。）が４４又は４４」に改め、同条に次の１

項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民健康保険中央

会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会という名称で設立された法人をい

う。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指定居宅サービス事業者等の使

用に係る電子計算機と接続された居宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理シス

テムを利用し、かつ、事務職員を配置している場合における第１項に規定する員数の基準

は、利用者の数が４９又は４９に満たない端数ごとに１とする。 
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第６条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。 

第７条第２項中「利用申込者又は」を「利用者又は」に改め、「、前６月間に当該指定居 

宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、 

福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそ

れぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支

援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のう

ちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供された

ものが占める割合」及び「当該利用申込者の」を削り、同条第７項を同条第８項とし、同条

第６項各号列記以外の部分中「第４項」を「第５項」に改め、同項第１号中「第４項各号」

を「第５項各号」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項を同条第６項とし、同条第４

項中「第６項」を「第７項」に改め、同項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムそ

の他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁

的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。第３４条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改め、同項を同条第

５項とし、同条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用

者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅

サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護

（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス

計画の数が占める割合及び前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居

宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス

事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合につき説

明を行い、理解を得るよう努めなければならない。 

第１６条第２号の次に次の２号を加える。 

⑵の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制

限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

⑵の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 
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第１６条第１５号ア中「、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号イを同号ウとし、同号ア

の次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただし、

次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２月に１回、利用者の居宅を訪問

し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話

装置等を活用して、利用者に面接することができるものとする。 

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同

意を得ていること。 

(ｲ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者

その他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 

ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できな

い情報について、担当者から提供を受けること。 

第１６条第２２号中「第１８号」を「前号」に改め、同条第２９号中「規定により」の次

に「地域包括支援センターの設置者である」を加え、同条第３０号中「法第１１５条の４８

第３項」を「法第１１５条の４８第４項」に改める。 

第２５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」とい 

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、「同項」を「前項」に改め、同

条に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければな

らない。 

第３２条第２項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号と

し、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項

第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の

次に次の１号を加える。 

⑶ 第１６条第２号の３の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第３４条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい
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う。）」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第１条中第９条第２項第２号及び

第２３０条第１項の改正規定、第２条中第１１条第２項第２号及び第９０条第１項の改正規

定、第３条中第７条第４項第２号及び第３６条第１項の改正規定並びに第４条中第７条第４

項第２号及び第３４条第１項の改正規定は、公布の日から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和７年３月３１日までの間は、第

１条の規定による改正後の天草市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準を定める条例（以下「新地域密着型サービス基準条例」という。）第３４条第３項

（新地域密着型サービス基準条例第５９条、第７８条、第７８条の３、第９６条、第１０９

条、第１３６条、第１５６条、第１７６条、第２０４条、第２１６条及び第２２９条におい

て準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」

とあるのは「削除」と、第２条の規定による改正後の天草市指定地域密着型介護予防サービ

スの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新地域密着型介護予防サ

ービス基準条例」という。）第３２条第３項（新地域密着型介護予防サービス基準条例第６

４条及び第８５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定

介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。」とあるのは「削除」と、第３条の規定による改正後の天草市指定介護予

防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例（以下「新指定介護予防支援等基準条例」という。）

第２４条第３項（新指定介護予防支援等基準条例第３５条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については、同項中「指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウ

ェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」と、第４条の規定による改正

後の天草市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例（以下「新

指定居宅介護支援等基準条例」という。）第２５条第３項（新指定居宅介護支援等基準条例

第３３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定居宅介護

支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とある
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のは「削除」とする。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３ 施行日から令和７年３月３１日までの間は、新地域密着型サービス基準条例第１２１条第

７号及び第２２４条第７号並びに新地域密着型介護予防サービス基準条例第５３条第３項の

規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めな

ければ」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置に係る経過措置） 

４ 施行日から令和９年３月３１日までの間は、新地域密着型サービス基準条例第１３４条の

２（新地域密着型サービス基準条例第１５６条、第１７６条、第２０４条、第２１６条及び

第２２９条において準用する場合を含む。）及び新地域密着型介護予防サービス基準条例第

６２条の２（新地域密着型介護予防サービス基準条例第８５条において準用する場合を含 

む。）の規定の適用については、これらの規定中「しなければ」とあるのは、「するよう努

めなければ」とする。 

（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

５ 施行日から令和９年３月３１日までの間は、新地域密着型サービス基準条例第１９９条第

１項（新地域密着型サービス基準条例第２１６条において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、同項中「定めておかなければ」とあるのは、「定めておくよう努めなけれ

ば」とする。 

 

 

（提案理由） 

 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令

和６年厚生労働省令第１６号）等の施行に伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第７号 

 

   天草市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 

 天草市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

るものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

                              天草市長 馬場 昭治 

 

 

   天草市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

天草市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年天草市条例第４６号）の一部

を次のように改正する。 

 第４条第１項中「別表第２の第２欄に掲げる事務」を「第１９条第８号に規定する特定個人

番号利用事務」に改め、同条第３項中「別表第２の第２欄に掲げる事務」を「第１９条第８号

に規定する特定個人番号利用事務」に、「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」を「同号に規

定する利用特定個人情報」に、「当該特定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改める。 

 別表第２の１の項から３の項までを次のように改める。 

１ 市長 子ども医療費の助成に関する

事務 

住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）

第７条第４号に規定する事項（以下「住民票

関係情報」という。）、地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）その他の地方税に関する

法律に基づく条例の規定により算定した税額

又はその算定の基礎となる事項に関する情報

（以下「地方税関係情報」という。）、児童
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手当法（昭和４６年法律第７３号）による児

童手当又は特例給付の支給に関する情報（以

下「児童手当関係情報」という。）、生活保

護法（昭和２５年法律第１４４号）による保

護の実施又は就労自立給付金若しくは進学準

備給付金の支給に関する情報（以下「生活保

護関係情報」という。）及び中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第３０号）による支

援給付又は配偶者支援金の支給に関する情報 

（以下「中国残留邦人等支援給付等関係情報」

という。） 

２ 市長 ひとり親家庭等医療費の助成

に関する事務 

住民票関係情報、地方税関係情報、生活保護

関係情報、児童扶養手当法（昭和３６年法律

第２３８号）による児童扶養手当の支給に関

する情報（以下「児童扶養手当関係情報」と

いう。）及び中国残留邦人等支援給付等関係

情報 

３ 市長 一般住宅（天草市一般住宅条

例（平成１８年天草市条例第

２４０号）第２条の一般住宅

をいう。）の管理に関する事

務 

住民票関係情報、地方税関係情報、生活保護

関係情報及び身体障害者福祉法（昭和２４年

法律第２８３号）による身体障害者手帳、精

神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和２５年法律第１２３号）による精神障害者

保健福祉手帳又は知的障害者福祉法（昭和３

５年法律第３７号）にいう知的障害者に関す

る情報（以下「障害者関係情報」という。） 

附 則 

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の

一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日から施行する。 
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 （提案理由） 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律

第２７号）の一部改正に伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８号 

 

   天草市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治 

 

 

天草市手数料条例の一部を改正する条例 

 （天草市手数料条例の一部改正） 

第１条 天草市手数料条例（平成１８年天草市条例第５７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録するこ

とができるものを含む。次号において同じ。）をもって調製された戸籍に記録されている事

項の全部若しくは一部を証明した書面」を「戸籍証明書」に改め、同条中第１３０号を第１

３２号とし、第７号から第１２９号までを２号ずつ繰り下げ、同条第６号中「の書類」の次

に「又は電子化された届書等情報の内容を表示したもの」を加え、「書類１件」を「書類又

は届書等情報の内容を表示したもの１件」に改め、同号を同条第８号とし、同条第５号中「

事項」の次に「又は電子化された届書等情報の内容」を加え、同号を同条第７号とし、同条

中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号中「磁気ディスクをもって調製された

除かれた戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を証明した書面」を「除籍証明書」

に改め、同号を同条第３号とし、同号の次に次の１号を加える。 

  ⑷ 除籍電子証明書提供用識別符号の発行手数料 １件につき ７００円（地方公共団体

の手数料の標準に関する政令に規定する総務省令で定める金額等を定める省令第１条の

２に規定する方法により除籍電子証明書提供用識別符号の発行を行うとき又は除籍電子

証明書提供用識別符号の発行に係る除籍電子証明書の請求を行う者が当該除籍電子証明

書が証明する事項と同一の事項を証明する除かれた戸籍の謄抄本若しくは除籍証明書と

同時に請求を行うときは、無料） 

第２条第１号の次に次の１号を加える。 

  ⑵ 戸籍電子証明書提供用識別符号の発行手数料 １件につき ４００円（地方公共団体
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の手数料の標準に関する政令に規定する総務省令で定める金額等を定める省令（平成１

２年自治省令第５号）第１条の２に規定する方法により戸籍電子証明書提供用識別符号

の発行を行うとき又は戸籍電子証明書提供用識別符号の発行に係る戸籍電子証明書の請

求を行う者が当該戸籍電子証明書が証明する事項と同一の事項を証明する戸籍の謄抄本

若しくは戸籍証明書と同時に請求を行うときは、無料） 

第２条 天草市手数料条例の一部を次のように改正する。 

第２条第４０号中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネ

ルギー消費性能の向上等に関する法律」に改め、同条第１１８号中「建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律施行規則」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法

律施行規則」に改める。 

別表第３備考中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行令」を「建築物の

エネルギー消費性能の向上等に関する法律施行令」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年４月１日

から施行する。 

 

 

（提案理由） 

戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）等の一部改正に伴い、条例を改正する必要がある。 

これが、この条例を提出する理由である。 
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議第９号 

 

   天草市漁港管理条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市漁港管理条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

                              天草市長 馬場 昭治 

 

 

   天草市漁港管理条例の一部を改正する条例 

天草市漁港管理条例（平成１８年天草市条例第２０８号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「漁港漁場整備法」を「漁港及び漁場の整備等に関する法律」に改める。 

 第１４条第１項中「採取又は」を「採取若しくは」に改め、「受けた者」の次に「又は法第

４３条第４項に規定する認定計画実施者（法第４４条第１項に規定する認定計画において法第

４２条第２項第２号及び第３号に掲げる事項（水面又は土地の占用に係るものに限る。）又は

法第５０条第１項各号に掲げる事項を定めた者に限る。）」を加え、同項ただし書中「同条第

４項」を「法第３９条第４項」に改める。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 漁港漁場整備法（昭和２５年法律第１３７号）の一部改正に伴い、条例を改正する必要があ

る。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第１０号 

 

   天草市資料館展示資料取得基金条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市資料館展示資料取得基金条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

   天草市資料館展示資料取得基金条例の一部を改正する条例 

天草市資料館展示資料取得基金条例（平成１８年天草市条例第７４号）の一部を次のように

改正する。 

 題名を次のように改める。 

   天草市博物館及び資料館展示資料取得基金条例 

 第１条中「天草市資料館展示資料取得基金」を「天草市博物館及び資料館展示資料取得基金」 

に改める。 

 第２条第１項中「８００万５，４７１円」を「１，４６８万２，５００円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （御所浦町全島博物館構想推進基金条例の廃止） 

２ 御所浦町全島博物館構想推進基金条例（平成１０年御所浦町条例第１０号）は、廃止する。 

 

 

 （提案理由） 

 天草市資料館展示資料取得基金を天草市立御所浦恐竜の島博物館の展示資料の取得に活用す

るため、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第１１号 

 

   天草市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

                              天草市長 馬場 昭治 

 

 

   天草市営住宅条例の一部を改正する条例 

天草市営住宅条例（平成１８年天草市条例第２３５号）の一部を次のように改正する。 

 第４０条中「第３８条の申出により市営住宅」を「法第４４条第３項の規定による公営住宅

の用途の廃止による公営住宅の除却に伴い当該公営住宅」に改める。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 公営住宅の用途の廃止による他の市営住宅への入居の際の家賃の特例の見直しに伴い、条例

を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第１２号 

 

   天草市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

  

天草市都市公園条例の一部を改正する条例 

 天草市都市公園条例（平成１８年天草市条例第２４５号）の一部を次のように改正する。 

別表第２陸上競技場の項を次のように改める。 

多目的

広場 

本渡運動公

園 

１ 基本使用料 

(1) スポーツに利用する場合 

      

  区分 使用料（１時間当たり）   

団体 全面 一般 ２，０００円

高校生以下 １，０００円

半面 一般 １，０００円

高校生以下 ５００円

個人 一般 １００円

高校生以下 ５０円

      

(2) スポーツ以外の催物に利用する場合は、別表第１を適用す

る。 

(3) 市外の利用者が施設の団体使用をする場合は、使用料の額 

に２を乗じて得た額とする。 

２ 夜間照明施設使用料 １時間当たり１，５００円 

附 則  

- 42 -



 この条例は、令和６年７月１日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 本渡運動公園陸上競技場を多目的広場として整備することに伴い、条例を改正する必要があ

る。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第１３号 

 

   天草市ふれあいセンター条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市ふれあいセンター条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

天草市ふれあいセンター条例の一部を改正する条例 

天草市ふれあいセンター条例（平成１８年天草市条例第１１０号）の一部を次のように改正

する。 

第２条の表茂串総合学習施設白浜いきいき館の項を削る。 

別表茂串総合学習施設白浜いきいき館の項を削る。 

附 則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 天草市ふれあいセンターの見直しに伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第１４号 

 

   天草市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例及び天草市病院事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

天草市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例及び天草市病院事業の設置等に関する

条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

天草市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例及び天草市病院事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例 

（天草市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 天草市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（平成１８年天草市条例第２５

６号）の一部を次のように改正する。 

第６条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。 

（天草市病院事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第２条 天草市病院事業の設置等に関する条例（平成２１年天草市条例第８５号）の一部を次

のように改正する。 

第７条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。 

附 則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の一部改正に伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第１５号 

 

   天草市水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

天草市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

天草市水道事業給水条例（平成１８年天草市条例第２５８号）の一部を次のように改正する。 

第５条、第３５条第２項及び第４１条第１号中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改め

る。 

附 則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 水道法（昭和３２年法律第１７７号）の一部改正に伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第１６号 

 

あらたに生じた土地の確認について 

 

天草市の区域内に公有水面の埋立てにより、あらたに次に掲げる土地を生じたため、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定により確認するものとする。 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

 天草市志柿町字東大迫７０１３番１４から７０１３番１２を経て７０１６番２に至る間の土

地に接する国道の地先公有水面埋立地 

１,４３３．１４平方メートル 

 

 

（提案理由） 

 市の区域内にあらたに生じた土地を確認するには、地方自治法第９条の５第１項の規定によ

り、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 

- 47 -



議第１７号 

 

   字の区域の変更について 

 

公有水面の埋立てにより、あらたに次に掲げる土地を生じたため、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２６０条第１項の規定により天草市の字の区域を次のとおり変更するものと

する。 

  令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

あらたに生じた土地 編入する字 

天草市志柿町字東大迫７０１３番１４から７０１３番１２を経て７

０１６番２に至る間の土地に接する国道の地先公有水面埋立地 

１,４３３．１４平方メートル 

天草市志柿町字

東大迫 

 

 

（提案理由） 

 市の区域内の字の区域を変更するには、地方自治法第２６０条第１項の規定により、議会の

議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 

- 48 -



議第１８号 

 

   工事請負契約の変更について 

 

令和５年９月２２日議決された議第８０号「工事請負契約の締結について」の一部を次のよ

うに変更するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

 「契約の金額 １７８，６６９，７００円」を「契約の金額 １８４，１５３，２００円」

とする。 

 

 

（提案理由） 

 本渡運動公園改修その２工事において、工期延長に伴い契約金額を増額する必要が生じたた

め、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 

- 49 -



議第１９号 

 

指定管理者の指定について 

 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

島子地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町大島子２５５０番地１ 

島子地区振興会 

３ 指定の期間 

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 

- 50 -



議第２０号 

 

   指定管理者の指定について 

 

 天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

御所浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市御所浦町御所浦４３１０番地７ 

御所浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 

 

- 51 -



議第２１号 

 

   指定管理者の指定について 

 

 天草市児童館条例（平成１８年天草市条例第１２９号）第１７条第１項の規定に基づく指定

管理者を次のとおり指定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治 

 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

  本渡児童センター 

２ 指定管理者となる団体 

  天草市佐伊津町５１６番地 

合同会社天草サポートステーション 

３ 指定の期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 （提案理由） 

 指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 

 

- 52 -



議第２２号 

 

   指定管理者の指定について 

 

 天草市栖本温泉センター条例（平成１８年天草市条例第２１４号）第１５条第１項の規定に

基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治 

 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

  天草市栖本温泉センター 

２ 指定管理者となる団体 

  菊池郡大津町室６８６番地１ 

株式会社グッドスタッフ 

３ 指定の期間 

  令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

 

 （提案理由） 

 指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 

 

- 53 -



議第２３号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり動産を取得するものとする。 

  令和６年２月１９日提出 

                            天草市長 馬場 昭治  

 

 

１ 取得の目的   小学校における教師用指導書及び指導者用デジタル教科書更新に伴うもの 

２ 品 名 等   小学校教師用指導書及び指導者用デジタル教科書 

３ 契約の方法   随意契約 

４ 取 得 金 額   ６１，４７８，５６０ 円 

５ 契約の相手方  住 所  天草市中央新町１４番１１号 

          名 称  合名会社鶴田玉文堂 

          代表者  代表社員 鶴田 健三  

 

住 所  天草市久玉町１４１１番地７１ 

          名 称  ブックス修文社 

          代表者  益田 久雄 

 

住 所  天草市本渡町本戸馬場１５９３番地１ 

          名 称  有限会社新日本教材 

          代表者  代表取締役 吉田 光伸  

 

 

 （提案理由） 

 予定価格が２千万円以上の動産の買入れをするには、天草市財産条例（平成１８年天草市条例

第６０号）第２条の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 

- 54 -



議第２４号 

 

令和５年度天草市一般会計補正予算（第１２号） 

 

令和５年度天草市の一般会計補正予算（第１２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 379,140 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 61,489,027 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
5
5
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

15 国庫支出金 9,032,635 379,140 9,411,775

2 国庫補助金 3,198,118 379,140 3,577,258

52,077,252 52,077,252

61,109,887 379,140 61,489,027

歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

3 民生費 18,724,461 379,140 19,103,601

1 社会福祉費 6,614,569 379,140 6,993,709

42,385,426 42,385,426

61,109,887 379,140 61,489,027

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 入 合 計

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 出 合 計

-
 
5
6
 
-



第２表　繰越明許費補正

１　追　加 （単位：千円）

  3 民生費   1 社会福祉費 298,498

款 項 事　　　業　　　名 金　額

　物価高騰生活支援給付金給付事業（住民税均等割のみ課税世帯・
　こども加算分）

-
 
5
7
 
-



議第２５号 

 

令和５年度天草市一般会計補正予算（第１３号） 

 

令和５年度天草市の一般会計補正予算（第１３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 2,624,370 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 64,113,397 千円とす

る。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
5
8
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

11 地方交付税 22,027,361 248,199 22,275,560

1 地方交付税 22,027,361 248,199 22,275,560

15 国庫支出金 9,411,775 1,672,218 11,083,993

1 国庫負担金 5,817,309 479 5,817,788

2 国庫補助金 3,577,258 1,671,739 5,248,997

16 県支出金 4,351,386 3,055 4,354,441

2 県補助金 1,670,183 3,055 1,673,238

18 寄附金 2,512,000 1,000 2,513,000

1 寄附金 2,512,000 1,000 2,513,000

19 繰入金 1,793,610 591,242 2,384,852

2 基金繰入金 1,793,610 591,242 2,384,852

21 諸収入 731,833 49,956 781,789

5 雑入 654,804 49,956 704,760

22 市債 5,614,600 58,700 5,673,300

1 市債 5,614,600 58,700 5,673,300

15,046,462 15,046,462

61,489,027 2,624,370 64,113,397

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 入 合 計

-
 
5
9
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

2 総務費 14,282,805 494,774 14,777,579

1 総務管理費 13,598,734 494,774 14,093,508

3 民生費 19,103,601 1,562,345 20,665,946

1 社会福祉費 6,993,709 1,484,257 8,477,966

3 児童福祉費 6,195,814 6,110 6,201,924

4 生活保護費 1,461,862 71,978 1,533,840

4 衛生費 6,639,904 216,156 6,856,060

1 保健衛生費 1,430,865 154,099 1,584,964

2 環境費 3,399,402 56,019 3,455,421

5 病院費 1,062,258 6,038 1,068,296

5 農林水産業費 2,834,005 94,474 2,928,479

1 農業費 1,684,452 67,523 1,751,975

2 林業費 258,987 6,501 265,488

3 水産業費 890,566 20,450 911,016

6 商工費 2,552,159 218,815 2,770,974

1 商工費 2,552,159 218,815 2,770,974

7 土木費 2,883,668 11,316 2,894,984

2 道路橋梁費 1,184,198 2,100 1,186,298

3 河川費 262,458 9,216 271,674

8 消防費 1,967,999 25,490 1,993,489

1 消防費 1,967,999 25,490 1,993,489

-
 
6
0
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

9 教育費 3,882,630 1,000 3,883,630

7 社会教育費 966,264 1,000 967,264

7,342,256 7,342,256

61,489,027 2,624,370 64,113,397

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 出 合 計

-
 
6
1
 
-



第２表　繰越明許費補正

１　追　加 （単位：千円）

事　　　業　　　名 金　額

2 総務費 1 総務管理費 出張所窓口業務委託事業 25,294

4 住民基本台帳費 戸籍システム等改修事業 15,912

3 民生費 1 社会福祉費
物価高騰生活支援給付金給付事業（令和６年度分
住民税非課税世帯等・こども加算分）

421,161

定額減税補足給付金給付事業 1,063,096

2 高齢者福祉費 公的介護施設等整備支援事業 7,125

3 児童福祉費 児童福祉総務費事務経費 4,697

保育所等光熱費高騰対策事業 6,110

4 衛生費 1 保健衛生費 新型コロナウイルスワクチン接種事業 479

5 農林水産業費 1 農業費 農業者支援物価高騰緊急対策事業 50,379

農業水路等長寿命化・防災減災事業 51,778

2 林業費 単県治山事業 17,076

3 水産業費 赤潮被害経営再建緊急支援事業 192,000

漁業用資材高騰対策緊急支援事業 20,450

津波・高潮危機管理対策事業 61,900

水産基盤整備事業 147,254

6 商工費 1 商工費 企業誘致促進事業 84,116

中小企業・小規模事業者緊急支援事業 100,000

令和５年度地域通貨プレミアムポイント付与事業 137,944

観光施設整備事業 19,352

款 項

-
 
6
2
 
-



事　　　業　　　名 金　額款 項

7 土木費 2 道路橋梁費 道路メンテナンス事業 5,500

市道改良（交付金）事業 8,500

市道改良（単独）事業 18,912

3 河川費 土砂災害危険住宅移転促進事業 3,000

4 港湾費 海岸堤防老朽化対策事業 28,000

7 住宅費 市営住宅営繕事業 1,500

9 教育費 7 社会教育費 棚底城跡調査整備事業 38,973

-
 
6
3
 
-



第３表　地方債補正

１　変　更 （単位：千円）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

クリーンセンター整備事業 508,100
証書借入

又は
証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利率）

　政府資金について
はその融資条件によ
り、銀行その他の場
合にはその債権者と
協定するものによ
る。ただし、市財政
の都合により据置期
間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還
もしくは低利に借換
えすることができ
る。

564,100
補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

観光施設整備事業 859,300 〃 〃 〃 840,200 〃 〃 〃

道路橋梁整備事業 294,100 〃 〃 〃 296,000 〃 〃 〃

河川整備事業 160,800 〃 〃 〃 169,500 〃 〃 〃

災害復旧事業 64,300 〃 〃 〃 75,500 〃 〃 〃

起債の目的
補 正 前 補 正 後

-
 
6
4
 
-



議第２６号 

 

令和５年度天草市病院事業会計補正予算（第３号） 

 

（総則） 

第１条 令和５年度天草市の病院事業会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （収益的収入及び支出） 

第２条 令和５年度天草市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入の予定額を次のとおり補正する。 

（科  目）           （既決予定額）          （補正予定額）               （計） 

収  入 

第１款 病院事業収益        4,312,448 千円              6,038 千円           4,318,486 千円 

第２項 医業外収益         755,214 千円              6,038 千円            761,252 千円 

 （他会計からの補助金） 

第３条 予算第９条に定めた補助金の金額を次のように改める。 

款 項 既決予定額 補正予定額 計 

病院事業収益 医業外収益 24,004 千円 6,038 千円 30,042 千円 

合      計 29,504 千円 6,038 千円 35,542 千円 

 

 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
6
5
 
-



議第２７号 

 

令和６年度天草市一般会計予算 

 

令和６年度天草市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ５５，８４８，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、

「第２表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

  各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
6
6
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 市税 7,542,777

1 市民税 2,970,015

2 固定資産税 3,380,721

3 軽自動車税 309,995

4 市たばこ税 547,000

6 入湯税 27,000

7 都市計画税 308,046

2 地方譲与税 578,586

1 地方揮発油譲与税 114,000

2 自動車重量譲与税 359,000

3 森林環境譲与税 104,586

4 航空機燃料譲与税 1,000

3 利子割交付金 1,000

1 利子割交付金 1,000

4 配当割交付金 34,000

1 配当割交付金 34,000

5 株式等譲渡所得割交付金 34,000

1 株式等譲渡所得割交付金 34,000

6 法人事業税交付金 145,000

1 法人事業税交付金 145,000

-
 
6
7
 
-



歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

7 地方消費税交付金 1,852,000

1 地方消費税交付金 1,852,000

8 ゴルフ場利用税交付金 10,000

1 ゴルフ場利用税交付金 10,000

9 環境性能割交付金 49,000

1 環境性能割交付金 49,000

10 地方特例交付金 42,000

1 地方特例交付金 42,000

11 地方交付税 22,475,000

1 地方交付税 22,475,000

12 交通安全対策特別交付金 6,000

1 交通安全対策特別交付金 6,000

13 分担金及び負担金 126,038

1 分担金 45,680

2 負担金 80,358

14 使用料及び手数料 697,539

1 使用料 492,540

2 手数料 204,999

-
 
6
8
 
-



歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

15 国庫支出金 6,592,387

1 国庫負担金 5,373,229

2 国庫補助金 1,202,525

3 国庫委託金 16,633

16 県支出金 4,157,198

1 県負担金 2,517,360

2 県補助金 1,493,743

3 県委託金 146,095

17 財産収入 123,551

1 財産運用収入 87,230

2 財産売払収入 36,321

18 寄附金 2,515,000

1 寄附金 2,515,000

19 繰入金 3,847,503

2 基金繰入金 3,847,503

20 繰越金 1

1 繰越金 1

-
 
6
9
 
-



歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

21 諸収入 703,820

1 延滞金、加算金及び過料 2,335

2 市預金利子 49

3 貸付金元利収入 520

4 受託事業収入 45,658

5 雑入 655,258

22 市債 4,315,600

1 市債 4,315,600

55,848,000歳 入 合 計

-
 
7
0
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 議会費 268,559

1 議会費 268,559

2 総務費 9,116,830

1 総務管理費 8,447,133

2 徴税費 310,209

3 地籍調査費 39,999

4 戸籍住民基本台帳費 175,544

5 選挙費 81,224

6 統計調査費 28,940

7 監査委員費 33,781

3 民生費 17,626,695

1 社会福祉費 5,520,253

2 高齢者福祉費 4,570,730

3 児童福祉費 6,139,784

4 生活保護費 1,395,128

5 災害救助費 800

-
 
7
1
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

4 衛生費 6,461,283

1 保健衛生費 1,023,389

2 環境費 3,644,305

3 斎場費 142,467

4 水道費 396,672

5 病院費 1,110,810

6 看護専門学校費 143,640

5 農林水産業費 2,646,860

1 農業費 1,580,056

2 林業費 299,151

3 水産業費 767,653

6 商工費 2,772,404

1 商工費 2,772,404

7 土木費 3,544,753

1 土木管理費 228,654

2 道路橋梁費 2,082,781

3 河川費 270,936

4 港湾費 121,388

5 都市計画費 519,146

7 住宅費 321,848

-
 
7
2
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

8 消防費 2,054,167

1 消防費 2,054,167

9 教育費 4,404,308

1 教育総務費 1,283,813

2 小学校費 347,209

3 中学校費 770,810

4 幼稚園費 99,716

6 学校給食費 947,280

7 社会教育費 955,480

10 災害復旧費 181,498

1 農林水産施設災害復旧費 144,288

2 公共土木施設災害復旧費 37,210

11 公債費 6,740,643

1 公債費 6,740,643

13 予備費 30,000

1 予備費 30,000

55,848,000歳 出 合 計

-
 
7
3
 
-



第２表　債務負担行為

（単位：千円）

事　　　項 期　　　間 限　度　額

固定資産標準地鑑定業務委託料 令和7年度～令和8年度 45,146

農業振興地域整備計画策定業務委託料 令和7年度 4,000

令和6年度商工業設備投資資金利子補給 令和7年度～令和9年度 5,600

令和6年度起業創業支援資金利子補給 令和7年度～令和9年度 16,585

令和6年度中小企業・小規模事業者緊急支援資金利子補給 令和7年度～令和9年度 5,640

瀬戸歩道橋機械・電気設備更新工事 令和7年度 646,000

学校給食調理業務等委託料（本渡学校給食センター） 令和7年度～令和9年度 509,469

天草市民センター舞台機構制御盤修繕 令和7年度 3,586

-
 
7
4
 
-



第３表　地方債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

地域情報化事業 26,200

広域ネットワーク整備事業 28,500

公共交通対策事業 213,700

コミュニティセンター整備事業 24,000

体育施設整備事業 285,100

庁舎整備事業 7,000

普通財産施設整備事業 72,900

クリーンセンター整備事業 748,200

環境対策事業 10,000

看護専門学校施設整備事業 17,800

農業農村整備事業 196,400

農林業施設整備事業 23,100

林道整備事業 23,000

治山事業 6,000

漁港施設整備事業 259,400

観光施設整備事業 149,800

証書借入

又は

証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

　政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合
により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができ
る。

-
 
7
5
 
-



（単位：千円）

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

住宅改修事業 90,000

道路橋梁整備事業 626,900

河川整備事業 146,100

港湾改修事業 86,000

街路整備事業 107,800

公園整備事業 90,500

消防防災施設整備事業 246,700

小学校施設整備事業 47,700

中学校施設整備事業 510,000

共同調理場施設整備事業 36,700

文化財整備事業 21,400

文化施設整備事業 23,000

資料館整備事業 107,800

災害復旧事業 19,900

臨時財政対策債 64,000

計 4,315,600

証書借入

又は

証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

　政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合
により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができ
る。

-
 
7
6
 
-



議第２８号 

 

令和６年度天草市国民健康保険特別会計予算 

 

令和６年度天草市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １１，７４１，１６８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２，０００，０００

千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
7
7
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 国民健康保険税 1,410,358

1 国民健康保険税 1,410,358

2 使用料及び手数料 1,000

2 手数料 1,000

3 国庫支出金 5,394

2 国庫補助金 5,394

5 県支出金 9,133,018

1 県負担金・補助金 9,133,018

6 財産収入 618

1 財産運用収入 618

7 繰入金 1,176,481

1 一般会計繰入金 1,013,164

2 基金繰入金 163,317

8 繰越金 1

1 繰越金 1

9 諸収入 14,298

1 延滞金、加算金及び過料 4,100

2 預金利子 3

3 雑入 10,195

11,741,168歳 入 合 計

-
 
7
8
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 160,034

1 総務管理費 141,226

2 徴税費 7,074

3 運営協議会費 579

4 国民健康保険特別対策事業費 11,155

2 保険給付費 8,737,741

1 療養諸費 7,477,758

2 高額療養費 1,237,768

3 移送費 300

4 出産育児諸費 18,000

5 葬祭諸費 3,600

6 傷病手当金 315

3 国民健康保険事業費納付金 2,583,997

1 医療給付費分 1,868,629

2 後期高齢者支援金等分 541,039

3 介護納付金分 174,329

6 保健事業費 144,377

1 保健事業費 10,124

2 特定健康診査等事業費 105,646

3 総合保健施設事業費 28,607

-
 
7
9
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

7 基金積立金 618

1 基金積立金 618

9 諸支出金 94,401

1 償還金及び還付加算金 10,001

2 繰出金 84,400

10 予備費 20,000

1 予備費 20,000

11,741,168歳 出 合 計

-
 
8
0
 
-



議第２９号 

 

令和６年度天草市介護保険特別会計予算 

 

令和６年度天草市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １１，５２８，８２５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３００，０００千円

と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
8
1
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 保険料 1,790,258

1 介護保険料 1,790,258

2 使用料及び手数料 200

1 手数料 200

3 国庫支出金 3,080,474

1 国庫負担金 1,907,013

2 国庫補助金 1,173,461

4 支払基金交付金 2,971,174

1 支払基金交付金 2,971,174

5 県支出金 1,654,577

1 県負担金 1,566,261

2 県補助金 88,316

6 財産収入 466

1 財産運用収入 466

7 繰入金 2,031,038

1 一般会計繰入金 1,825,038

2 基金繰入金 206,000

8 繰越金 1

1 繰越金 1

9 諸収入 637

1 延滞金、加算金及び過料 120

2 預金利子 4

3 雑入 513

11,528,825歳 入 合 計

-
 
8
2
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 260,140

1 総務管理費 144,314

2 徴収費 4,696

3 介護認定審査会費 110,161

4 趣旨普及費 412

5 計画策定委員会費 557

2 保険給付費 10,687,000

1 介護サービス等諸費 9,630,500

2 介護予防サービス等諸費 314,100

3 その他諸費 10,000

4 高額介護サービス等費 256,000

5 高額医療合算介護サービス等費 35,000

6 特定入所者介護サービス等費 441,400

5 地域支援事業費 570,079

1 介護予防・日常生活支援総合事業費 317,361

2 包括的支援事業・任意事業費 252,718

6 基金積立金 466

1 基金積立金 466

7 公債費 500

1 公債費 500

-
 
8
3
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

8 諸支出金 3,001

1 償還金及び還付加算金 3,001

9 予備費 7,639

1 予備費 7,639

11,528,825歳 出 合 計

-
 
8
4
 
-



議第３０号 

 

令和６年度天草市後期高齢者医療特別会計予算 

 

令和６年度天草市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １，６２６，６６５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
8
5
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 後期高齢者医療保険料 1,042,527

1 後期高齢者医療保険料 1,042,527

2 使用料及び手数料 124

1 手数料 124

4 繰入金 569,204

1 一般会計繰入金 569,204

5 繰越金 1

1 繰越金 1

6 諸収入 14,809

1 延滞金、加算金及び過料 53

2 預金利子 1

3 償還金及び還付加算金 1,000

4 雑入 13,755

1,626,665歳 入 合 計

-
 
8
6
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 40,665

1 総務管理費 38,414

2 徴収費 2,251

2 後期高齢者医療広域連合納付金 1,584,500

1 熊本県後期高齢者医療広域連合納付金 1,584,500

4 諸支出金 1,000

1 償還金及び還付加算金 1,000

5 予備費 500

1 予備費 500

1,626,665歳 出 合 計

-
 
8
7
 
-



議第３１号 

 

令和６年度天草市浄化槽市町村整備推進事業特別会計予算 

 

令和６年度天草市の浄化槽市町村整備推進事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １３２，０９０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４，０００千円と定

める。 

  

 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
8
8
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

2 使用料及び手数料 58,403

1 使用料 58,403

6 繰入金 73,675

1 一般会計繰入金 73,675

7 繰越金 1

1 繰越金 1

8 諸収入 11

2 雑入 11

132,090

歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 浄化槽市町村整備推進事業費 114,845

1 浄化槽市町村整備推進事業費 114,845

3 公債費 17,045

1 公債費 17,045

4 予備費 200

1 予備費 200

132,090

歳 入 合 計

歳 出 合 計

-
 
8
9
 
-



議第３２号 

 

令和６年度天草市国民健康保険診療施設特別会計予算 

 

令和６年度天草市の国民健康保険診療施設特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ２９６，７３１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の

方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、５０，０００千円と定める。 

  

 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
9
0
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 診療収入 99,000

1 診療収入 99,000

2 使用料及び手数料 746

1 手数料 746

5 財産収入 509

1 財産運用収入 508

2 財産売払収入 1

6 繰入金 174,420

1 一般会計繰入金 174,420

7 繰越金 1

1 繰越金 1

8 諸収入 9,455

1 諸収入 9,455

9 市債 12,600

1 市債 12,600

296,731歳 入 合 計

-
 
9
1
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務管理費 189,899

1 総務管理費 189,899

2 医業費 49,723

1 医業費 49,723

3 基金積立金 1

1 基金積立金 1

4 公債費 56,508

1 公債費 56,508

5 予備費 600

1 予備費 600

296,731歳 出 合 計

-
 
9
2
 
-



第２表　地方債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

国民健康保険診療施設整備事業 12,600

証書借入

又は

証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合
により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができ
る。

-
 
9
3
 
-



議第３３号 

 

令和６年度天草市斎場事業特別会計予算 

 

令和６年度天草市の斎場事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １５８，２５２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の

方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１０，０００千円と定める。 

  

 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
9
4
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

金 額

1 使用料及び手数料 9,583

1 使用料 9,583

3 繰入金 142,467

1 繰入金 142,467

4 繰越金 1

1 繰越金 1

5 諸収入 1

2 雑入 1

6 市債 6,200

1 市債 6,200

158,252歳 入 合 計

款 項

-
 
9
5
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 斎場事業費 78,424

1 斎場事業費 78,424

2 公債費 77,828

1 公債費 77,828

3 予備費 2,000

1 予備費 2,000

158,252歳 出 合 計

-
 
9
6
 
-



第２表　地方債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

斎場整備事業 6,200

証書借入

又は

証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合
により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができ
る。

-
 
9
7
 
-



議第３４号 

 

令和６年度天草市一町田財産区特別会計予算 

 

令和６年度天草市の一町田財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １４，５７９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

令和６年２月１９日提出 

          天草市一町田財産区管理者   

天草市長 馬場 昭治   

-
 
9
8
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 財産収入 74

1 財産運用収入 72

2 財産売払収入 2

2 繰越金 14,503

1 繰越金 14,503

3 諸収入 2

1 預金利子 1

2 雑入 1

14,579

歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 1,263

1 総務管理費 1,263

2 予備費 13,316

1 予備費 13,316

14,579

歳 入 合 計

歳 出 合 計

-
 
9
9
 
-



議第３５号 

 

令和６年度天草市新合財産区特別会計予算 

 

令和６年度天草市の新合財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １，２７２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

令和６年２月１９日提出 

天草市新合財産区管理者 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
0
0
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 財産収入 2

1 財産売払収入 2

2 繰越金 1,268

1 繰越金 1,268

3 諸収入 2

1 預金利子 1

2 雑入 1

1,272

歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 295

1 総務管理費 295

2 予備費 977

1 予備費 977

1,272

歳 入 合 計

歳 出 合 計

-
 
1
0
1
 
-



議第３６号 

 

令和６年度天草市病院事業会計予算 

 

（総  則） 

第１条 令和６年度天草市の病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。  

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。  

  （１）病床数                                            258 床 

一般病床                                          165 床 

療養病床                                           73 床 

結核病床                                           20 床 

  （２）延患者数                                         222,499 人 

入院患者数  一般病床                                                             55,845 人 

療養病床                                                             22,630 人 

結核病床                                  1,825 人 

外来患者数  一般外来                                 133,022 人 

介護サービス                   9,177 人 

   

-
 
1
0
2
 
-



（３）一日平均患者数                                        705 人 

入院患者数  一般病床                                                                153 人 

療養病床                                                                 62 人 

結核病床                                    5 人 

   外来患者数  一般外来                                                                    454  人 

介護サービス               31 人 

   

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入 

 第１款 病院事業収益            4,453,757 千円 

  第１項 医業収益            3,624,127 千円 

  第２項 医業外収益             829,618 千円 

  第３項 特別利益                12 千円 

支    出 

 第１款 病院事業費用             4,428,015 千円 

第１項 医業費用            4,375,566 千円 

第２項 医業外費用               51,641 千円 

第３項 特別損失                  8 千円 

第４項 予備費             800 千円 

-
 
1
0
3
 
-



（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 239,243 千円は、当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額 618 千円及び過年度分損益勘定留保資金 238,625 千円で補てんするものとする。）。 

収    入 

第１款 資本的収入               285,849 千円 

  第１項 企業債                 44,600 千円 

  第２項 他会計負担金             150,172 千円 

  第３項 他会計補助金                84,400 千円 

  第４項 県補助金                 6,677 千円 

 

支    出 

 第１款 資本的支出               525,092 千円 

  第１項 建設改良費               135,884 千円 

  第２項 企業債償還金             389,208 千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

 

 

 

-
 
1
0
4
 
-



起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

病院施設整備事業及び

医療機器整備事業 
44,600 千円 

証書借入 

又は 

証券発行 

５．０％以内 

（ただし、利率見直し方

式で借り入れる資金に

ついて、利率の見直しを

行った後においては、当

該見直し後の利率） 

 政府資金についてはその融資条件により、

銀行その他の場合にはその債権者と協定す

るものによる。ただし、市財政の都合により

据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償

還もしくは低利に借換えすることができる。 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、300,000 千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）収益的支出における医業費用・医業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                                      2,864,997 千円 

（２）交 際 費                                        477 千円 

-
 
1
0
5
 
-



（他会計からの補助金） 

第９条 一般会計及び国民健康保険特別会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。 

款 項 金額 理由 

病院事業収益 医業外収益 20,799 千円 研究研修費、児童手当等に要する経費等の一部を補助するため（一

般会計） 

資本的収入 他会計補助金 84,400 千円 国保直診施設が行う医療機器整備事業を補助するため（国民健康保

険特別会計） 

合計 105,199 千円  

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、380,380 千円と定める。 

 

（重要な資産の取得） 

第１１条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

                    種  類             名  称                数 量 

   取得する資産           医療機器         デジタルＸ線透視撮影装置             一式 

 

 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
0
6
 
-



議第３７号 

 

令和６年度天草市水道事業会計予算 

 

（総  則） 

第１条 令和６年度天草市の水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。  

  （１）給水戸数            33,618 戸 

  （２）年間総給水量                  7,804,024 ㎥ 

  （３）一日平均給水量           21,306 ㎥ 

  （４）主要な建設改良事業 

ア 管路整備事業          256,627 千円 

イ 施設整備事業          216,500 千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入 

 第１款 事業収益             2,164,008 千円 

  第１項 営業収益                1,796,693 千円 

  第２項 営業外収益           367,305 千円 

  第３項 特別利益                10 千円 

-
 
1
0
7
 
-



支    出 

 第１款 事業費                2,210,315 千円 

第１項 営業費用                2,089,091 千円 

第２項 営業外費用           120,384 千円 

第３項 特別損失               640 千円 

第４項 予備費               200 千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，０８６，５３５千円は

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６０，６３８千円及び過年度分損益勘定留保資金１，０２５，８９７千円で補てんする

ものとする。）。 

収    入 

第１款 資本的収入           661,635 千円 

 第１項 企業債                                          456,800 千円 

  第２項 出資金           190,435 千円 

  第３項 工事負担金            14,400 千円 

 

支    出 

 第１款 資本的支出                1,748,170 千円 

  第１項 建設改良費           715,315 千円 

  第２項 企業債償還金          732,855 千円 

  第３項 投資有価証券 300,000 千円 

 

-
 
1
0
8
 
-



 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

建設改良事業 456,800 千円 

証書借入 

又は 

証券発行 

5.0％以内 
（ただし、利率見直し方式で借
り入れる資金について、利率の

見直しを行った後においては、
当該見直し後の利率） 

 政府資金についてはその融資条件により、銀
行その他の場合にはその債権者と協定するも
のによる。ただし、市財政の都合により据置期

間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしく
は低利に借換えすることができる。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。） 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の

金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                                          170,368 千円 

 

（他会計からの補助金） 

第８条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。 

款 項 金額 理由 

事業収益 営業外収益 166,237 千円 水道事業会計の経営基盤確立のため。 

 

-
 
1
0
9
 
-



（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。 

 

 

令和６年２月１９日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
1
0
 
-



議第３８号 

 

令和６年度天草市下水道事業会計予算 

 

（総  則） 

第１条 令和６年度天草市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。  

  

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）処理戸数                                            13,221 戸 

 （２）年間総処理水量                                       4,035,100 ㎥ 

 （３）一日平均処理水量                                        11,055 ㎥ 

 （４）主要な建設改良事業 

ア 管渠建設改良事業                                             39,141 千円 

イ ポンプ場建設改良事業                                    230,789 千円 

ウ 処理場建設改良事業                                     253,840 千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

-
 
1
1
1
 
-



収    入 

第１款 事業収益                                         1,814,963 千円 

第１項 営業収益                                         811,752 千円 

第２項 営業外収益                                       1,003,211 千円 

支    出 

 第１款 事業費                                          1,790,952 千円 

  第１項 営業費用                                        1,721,693 千円 

  第２項 営業外費用                                        68,559 千円 

  第３項 特別損失                                            500 千円 

  第４項 予備費                                            200 千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６９２，１０２千円は、当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２８，８０１千円、 過年度分損益勘定留保資金２４０，３１１千円及び当年度分損益勘定

留保資金４２２，９９０千円で補てんするものとする。）。 

収    入 

第１款 資本的収入                                        403,044 千円 

第１項 企業債                                         188,800 千円 

第２項 補助金                                         206,274 千円 

  第３項 受益者負担金及び分担金                                   7,970 千円 

-
 
1
1
2
 
-



支    出 

第１款 資本的支出                                       1,095,146 千円 

  第１項 建設改良費                                       527,577 千円 

  第２項 企業債償還金                                      567,569 千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事   項 期   間 限 度 額 

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基づく利子補給 

（令和６年度） 

令和７年度～令和 11 年度 336 千円 

年度別内訳 

     令和７年度 

     令和８年度 

     令和９年度 

     令和 10 年度 

     令和 11 年度 

 

120 千円 

92 千円 

68 千円 

40 千円 

16 千円 

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基づく損失補償 
金融機関が補償の履行日とし

て指定する期間 

天草市水洗便所等改造資金の利子補

給等規程に基づき改造工事を行う者

に対し、金融機関が１箇所（世帯）に

つき 700 千円以内で貸付けた融資総

額の 50％を限度に損失補償 

-
 
1
1
3
 
-



 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

建設改良事業 188,800 千円 

証書借入 

又は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、利率見直し方式で

借り入れる資金について、利

率の見直しを行った後にお

いては、当該見直し後の利

率） 

 政府資金についてはその融資条件に

より、銀行その他の場合にはその債権者

と協定するものによる。ただし、市財政

の都合により据置期間及び償還期限を

短縮し、又は繰上償還もしくは低利に借

換えすることができる。 

 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、４００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。） 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

-
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4
 
-



る場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                                            98,818 千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。 

款 項 金額 理由 

事業収益 

資本的収入 

営業外収益 

補助金 

486,739 千円 

 25,274 千円 
 下水道事業会計の経営基盤確立のため。 

 

 

令和６年２月１９日提出  

天草市長 馬場 昭治   
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